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１．はじめに 

 

我が国では急速に高齢化が進んでおり，２０１５

年には国民の４人に１人が６５歳以上という超高齢

社会を迎える．また，社会においてはノーマライゼ

ーションの理念が浸透してきており，高齢者や身体

障害者などの自立や社会参加を支える都市環境整備

が求められている． 

 このような背景のもと，国は平成１２年１１月に

「高齢者・身体障害者等の公共交通機関を利用した

移動の円滑化の促進に関する法律」（通称：交通バ

リアフリー法）を施行した．各自治体においては，

交通バリアフリー法にもとづいて，重点整備地区

（駅及び周辺地区）を対象に総合的なバリアフリー

化の計画を記述した「交通バリアフリー基本構想」

の策定に着手されているところである． 

 本論文は，交通バリアフリー基本構想策定の計画

プロセスにおいて課題となる①鉄道駅のバリアフリ

ー度合いの評価，②鉄道駅における施設整備項目・

整備時期の検討に対応するための分析手法に焦点を

当てたものであり，大阪府堺市を事例として，高齢

者・障害者等を対象に鉄道施設重要度に関するアン

ケートを実施し，鉄道施設間の重要度を分析した． 

以降に，アンケート及び分析手法，分析結果と考

察，計画プロセスへの適用について詳述する． 

 

２．アンケート及び分析手法 

 

 堺市は人口約７９万人の都市で，大阪府下では大

阪市に次いで２番目の人口規模を誇る中核市である．

堺市では平成１３年度より交通バリアフリー基本構

想策定に着手し，その一環として，高齢者・障害者

等当事者の駅の利用実態や利用ニーズを把握するた

めに，市民3,300人を無作為に抽出し，アンケートを

実施した（表１，図１）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ アンケート対象者構成比 

表１ アンケート対象者のサンプル数 

*  キーワーズ：アンケート分析，鉄道施設重要度， 
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（１）アンケートの内容 

アンケート内容は，①基本的な属性，②外出特性

③施設の整備優先度，④新たなモビリティに関する

設問から成る構成とした（表２）．アンケートは主

に郵送による送付・回収としたが，アンケート対象

者の関心は高く，約４割（1,304サンプル数）の有効

回答を得た． 

本論文の柱となる鉄道駅の主な施設（通路及びプ

ラットホーム，階段，警告・誘導ブロック，券売機，

改札口，エレベーター，エスカレーター，案内情報，

トイレ）の施設重要度に関する内容を表３に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）分析手法 

分析手法は，施設重要度に関する順位付けをもと

に，各施設間の一対比較を行い，施設間のウエイト

を算出する方法を採用した．ここで一対比較法を用

いたのは，計画プロセスにおいて，鉄道駅の総合的

なバリアフリー評価の際に各施設間の相対的な重み

づけが必要であったからである．また，“順位付

け”としたのは，高齢者・障害者という被験者の特

性に配慮し，アンケートに対する負担を軽減したか

ったことが理由である． 

分析フローを図２に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．分析結果と考察 

 

 分析結果を図３，図４に示す． 

アンケート対象者全体の分析結果（図３）から，

エレベーター，エスカレーターの重要度が極めて高

いことがわかる．また，施設の種別では，通路・プ

ラットホーム，階段を含めた移動施設の改善要望が

強い． 

次にアンケート対象者の属性別のグラフ（図４）

をみると，どの属性もエレベーター・エスカレータ

ーの施設重要度が高くなっているが，高齢者はエス

カレーター，上下肢障害者はエレベーターの方が施

設重要度が高いなどの違いが読みとれる．また，視

覚障害者はエスカレーターの施設重要度が最も高く

なっており，現在は視覚障害者へのエスカレーター

誘導が行われていない現状から，示唆に富む結果が

得られたと考える． 

表２ アンケート内容 

表３ 鉄道施設重要度に関するアンケート票 

施設重要度に関する順位付け 

各施設間の一対比較 

各施設のペア比較マトリックスの作成 

行列の固有ベクトルの算出 

図２ 分析フロー 

新たなモビリティー STサービス，タウンモビリティについて

住所，性別，年齢，職業，世帯構成，
運転免許の有無，障害者手帳の有無
外出頻度，目的施設，外出目的，交通手段
交通手段の満足度，身体的困難度

施設の
整備優先度

歩道，駅施設，案内情報についての
整備優先順位及び改善要望

属性

外出特性

項　目 重要度の順位 （例）
①通路及びプラットホームの改善
･見通しをよくする
･床を滑りにくくする
･転落防止柵の設置
･列車とホームの段差の解消

6

②階段の改善
･手すりをつける
･段差がわかりやすくする 9

③警告・誘導ブロックの整備
･連続したわかりやすい警告
  誘導ブロックの整備 8

④券売機の改善
･車いす対応の券売機の設置

5

⑤改札口の改善
･幅の広い改札口の設置

4

⑥エレベーターの設置
･車いす対応のエレベーターを設置す
る 2

⑦エスカレーターの設置
･エスカレーターの設置

1

⑧案内情報の改善
･案内情報の充実化
･わかりやすく見やすい案内板の設置
･点字・音声による案内

3

⑨トイレの改善
･障害者用トイレの設置
･ベビーシート、ベビーキープ等の設置
･手すりをつける

7
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図３ 鉄道施設重要度の分析結果（全体） 

①

プ

ラ

ッ

ト

ホ

ー

ム

通

路

②

階

段

③

誘

導

ブ

ロ

ッ

ク

④

券

売

機

⑤

改

札

口

⑥

エ

レ

ベ

ー

タ

ー

⑦

エ

ス

カ

レ

ー

タ

ー

⑧

案

内

情

報

⑨

ト

イ

レ

健常者

高齢者

障害者

上下肢障害者

視覚障害者
0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

図４ 鉄道施設重要度の分析結果 （属性比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．計画プロセスへの適用 

 

交通バリアフリー基本構想策定フロー（例）と分

析結果の適用関係を図５に示す． 

本論文での鉄道施設重要度の分析結果は，①重点

整備地区の抽出に関わる鉄道駅のバリアフリー度合

いの評価のフェーズ，②対象駅における施設整備項 

目・時期の検討のフェーズにおいて有効な情報とな

りうる．以降に，各フェーズにおける具体的な適用

例を示す． 

 

（１）鉄道駅のバリアフリー度合いの評価 

 一般に都市（自治体）には複数の旅客施設が存在

し，また各鉄道事業者は多くの駅を有している．単

年度で全ての駅を対象に基本構想を策定し事業を実

施していくには，経済的な制約等から限界がある．

したがって，交通バリアフリー基本構想は，複数年

度にわたり策定されることになるが，その際には駅

の利用実態や鉄道施設のバリアフリー状況を勘案し

て優先順位を付けざるを得ない． 

また一方，重点整備地区の３つの要件（表４）の

うちの１つである課題要件において，“駅のバリア

フリー状況”は重要な指標に位置づけられており，

重点整備地区の大きな選定要件となっている． 

上記のことから，鉄道施設のバリアフリー度合い

を総合的に評価することが社会的な要請となってお

り，その際に各施設間の重み付けが重要な要素とな

る．分析結果をもとに各施設種別の重み付けを行っ

た例を表５に示す．ここでは垂直移動施設（α），

情報案内施設（β），利便施設（γ），個別施設

（δ）の各要素間の重み付けを６０，１０，１０，

２０とした. 

 

 
駅及び周辺地区の実態の把握 

重点整備地区の抽出 

 

基本構想策定地区の選定 

対象地区の詳細調査 

施設整備項目，整備時期 

の検討 

基本構想（案）の策定 

鉄道施設重要度 

の分析 

① 

② 

図５ 交通バリアフリー基本構想策定案フロー（例）と 

分析結果の適用関係 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）鉄道駅における施設整備項目・整備時期の検

討 

 重点整備地区が選出されると，対象地区内の駅及

び駅前広場，周辺道路の詳細調査を行い，現状の問

題点と課題を整理したうえで，具体的な施設整備項

目と整備時期等の検討を行うことになる．このフェ

ーズにおいて，鉄道駅のバリアフリー化の施設整備

項目・整備時期の検討の際に，鉄道施設重要度の分

析結果が利用ニーズとして有効な情報となりうる．

表６に整備項目・整備時期の検討（例）を示す． 

５．おわりに 

 

 本論文では，鉄道施設重要度に関して，アンケー

トに基づく分析手法を示した．また，事例を通じて

鉄道施設重要度の一般的な傾向や障害種別により施

設間の重みが異なることなどを明らかにした． 

 さらに，交通バリアフリー基本構想策定の計画プ

ロセスにおいて，①施設重要度の分析結果が鉄道駅

のバリアフリー度合いの総合評価に有用であること，

②鉄道施設の整備項目及び整備時期の検討のフェー

ズにおいて利用ニーズとして有用な情報となること

を示した． 

今後は他都市の事例との比較を行い，施設間の重

みの一般性に関する考察を行っていくことなどが望

まれる． 

 最後に，本論文の中核となっているアンケートの

実施機会を与えていただいた堺市交通政策担当及び

保健福祉政策課の皆様に感謝の意を表したい． 
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表５ 鉄道駅のバリアフリー度合いの評価（例） 

表４ 重点整備地区の３つの要件 

表６ 基本構想における整備項目・ 

整備時期の検討（例） 
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ａ駅 42,172 20 .0 0 .0 5 .0 6 .0 3 1 .0

ｂ駅 2,069 20 .0 10 .0 5 .0 12 .0 4 7 .0

ｃ駅 59000 60.0 3.0 5.0 6.0 7 4 . 0

ｄ駅 5058 0.0 0.0 0.0 0.0 0 . 0

ｅ駅 35839 0.0 6.0 0.0 6.0 1 2 . 0
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（α）
利用者数駅名

総合評価

∑ （α ）～

（δ ）

個別施設

（δ）

利用施設

（γ）

情報案内施設

（β）

特定旅客施設を中心とした地区であり、かつ特定旅客施設からの

徒歩圏内にあって、相当数の高齢者、身体障害者等が利用する

施設の所在地を含む地区

特定旅客施設及び特定旅客施設と配置要件の施設との間の経

路（特定経路）を構成する道路等について、バリアフリー化が図ら

れていない現状等から総合的に判断して、バリアフリー化のため

の事業が実施されることが特に必要であると認められている地

区。

他の地区に優先して、かつ、各事業者の整合性を確保してバリア

フリー化のための事業が実施されることが、重点整備地区のみな

らず都市全体として有する様 な々機能の増進を図る上で、有効

かつ、適切であると認められる地区

配置要件

課題要件

効果要件

要件

＜凡例＞

整備目標基準 整備主体（*）

●：今後５年間程度で対応  ■ ：主な整備主体

○：今後10年間程度で対応
(■)：連携が必要となる
　　　主な事業者

*　ただし整備主体が複数あるものは，
　　相互協力の上，整備を図るものとする

改札内エレベーターの設置 ● ■
改札外エレベーターの設置 ○ ■ ■（市）
エスカレーターの設置
階段の手すり等の改良 ● ■

誘導・警告ブロックの敷設位置等の改良 ● ■
主要施設案内図の設置・改良 ● ■
点字案内設備の設置・改良 ● ■

転落時の緊急押ボタン，待避所の設置 ● ■
拡幅改札口の設置 ○ ■

障害者トイレの改良 ● ■
券売機の点字表示，車いす対応，ＩＣへの対応 ○ ■

ｄ　旅客施設の個別施設

ｅ　設備・施設の改良

ｃ　誘導案内情報施設の整備

公安
委員会

その他
事業者

整備主体

ａ　垂直移動施設の整備
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整備項目 公共交通
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